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本研究では，社会的相互作用を考慮した応用都市経済モデルを開発する．具体的には，社会的相互作用を集
積項という形で考慮した Ahlfeldt et al.(2015)を基盤としたモデルを構築する．そして，石川県小松市周辺の
モバイル空間統計データを利用したパラメータ推定を行うとともに，その結果を用いて人口減少後の立地分布
の変化を分析する．
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1. はじめに

(1) 研究背景と目的

近年，日本では人口減少や高齢者の増加に伴い，都

市部・地方部で生活を支える機能の低下や地域経済の

衰退などが問題になっている．それを受け，国土交通

省は，住民の生活利便性の維持・向上や地域経済の活

性化を目的として，コンパクト・プラス・ネットワーク

を重点的施策として定めている．具体的には，居住機

能や医療・福祉・商業などの都市機能の誘導と，それと

連携した持続可能な地域公共交通ネットワークの形成

を推進している．

人々の立地選択の要因としては，通勤時間や土地の

価格の他に，用途地域の指定状況や医療施設へのアク

セス性などが挙げられる．これらの他にも，近所づき

あいといったコミュニティも関係していると考えられ

る．例えば，高齢者であれば，共に声を掛け合いながら

暮らしていたご近所さんが他界してしまい，生活する

のが困難になってしまったために，息子夫婦のもとに

引っ越すといった影響が考えられる．このような市場

を介さない相互作用は，社会的相互作用と呼ばれ，団

地の衰退をはじめとする土木計画的な課題への影響が

大きいとされている（力石ら 1)）．

Ahlfeldt et al. 2) は集積項という形で社会的相互作

用の影響を考慮したモデルを構築している．しかし，安

定性解析手法やモデルのパラメータ設定方法が複雑な

ために，実都市を対象とした分析が非常に困難である

という課題がある．

そこで本研究では，超高齢社会における都市構造変

化を明らかにすることを目的する．そのために，社会

的相互作用を考慮している Ahlfeldt et al.モデルを拡

張し，高齢者と労働者の行動をモデル化する．そして，

そのモデルに適用可能なパラメータ設定方法・ポテン

シャル関数を用いた安定性解析手法を提案する．その

うえで，石川県小松市周辺を対象としてモデルを適用

させ，反実仮想実験を行う．

(2) 本稿の構成

本稿の構成は以下の通りである．まず，第 2章では

Ahlfeldt et al.モデルを高齢者の行動に着目できるよう

に改良し，均衡条件を定式化する．さらに，ポテンシャ

ル関数が存在することを示したうえで，安定性解析を

行う準備をする．第 3章では，使用する石川県小松市

周辺の実空間データを紹介するとともに，パラメータ

の設定方法を示す．第 4章では，人口減少を想定した

反実仮想実験の結果と考察を述べる．最後に第 5章で

結論を述べる．

2. モデルの設定

(1) 都市・交通条件の設定

本研究では，1つの都市が存在し，その都市内には I

個の立地点があると考える．この立地点の集合を I =

{1, 2, 3, ..., I}と表す．立地点間は，道路ネットワーク
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により接続されてあり，立地点 i，j 間の移動にかかる

所要時間は，その交通量によらず τij で与えられる．ま

た，立地点 iで利用可能な住宅・業務用の土地は，それ

ぞれKRi，KMi である．

この都市には，立地主体である家計と企業に加え，

floor spaceを供給するデベロッパーが存在する．家計

は全て均質であり，総数は固定的にN である．各家計

は，居住地 i ∈ I，労働を供給する企業 j ∈ I を選択す
る．居住地 i・就業地 j の家計数を hij ≥ 0と表す．こ

のとき，居住地が立地点 iの家計数 ni，就業地が立地

点 j の家計数mj は，以下で与えられる:

ni =
∑
j∈I

hij , mj =
∑
i∈I

hij (1)

なお，各家計は単一の労働を供給すると仮定するため，

mj は立地点 j に供給される労働と一致する．

(2) 家計の行動

本研究では，労働者と高齢者の 2タイプの家計を想

定する．上付き添え字 y，eはそれぞれ労働者，高齢者

を意味する．

a) 労働者の行動

この都市の家計は均質であるため，同一の効用関数

を有する．したがって，労働者は，居住地 i ∈ I，就業
地 j ∈ I により特徴づけられる．この労働者の効用は，
以下に示すように，合成財の消費量 cyij，floor space 面

積 lyij に応じて定まる:

uy(cyij , l
y
ij) = cyij + βi ln l

y
ij +Byi (2)

ここで，βiは floor spaceへの選好に関するパラメータ，

Byi は居住地のアメニティ水準を表す．合成財をニュー

メレールとすると，予算制約は以下で与えられる:

wyj = cyij + qRil
y
ij + tτij (3)

ここで，tは通勤費用パラーメータ，wyj は就業地 j に

おける賃金率，qRi は住宅用の floor space の単位面積

当たりの価格である．また，居住地のアメニティ水準

Byi は立地点間の社会的相互作用の影響を表す項を含む

指標であり，次のように定義する:

Byi = byi +
ηy

Ai

∑
r∈I

e−ρτir
(
nyr
Ar

)
+
ηye

Ai

∑
r∈I

e−ρτir
(
her
Ar

)
(4)

ここで，byi は立地点に固有の効果，Aiは立地点 iの土

地面積，her は居住地が立地点 r の高齢者の家計数，η

は社会的相互作用のパラメータ，ρは距離減衰パラメー

タである．居住地のアメニティ水準Byi の第 2項と第 3

項は立地点 iの社会的相互作用の影響を表す項であり，

より近くにより密集して人が住んでいるほど居住地の

アメニティ水準が大きくなるような構造となっている．

財消費に関する効用最大化問題より，cyij，l
y
ij が以下

で与えられる:

lyij =
βi
qRi

(5)

cyij = wyj − βi − tτij (6)

b) 高齢者の行動

本モデルでは，働いておらず，かつ一定の収入を得

ている家計を高齢者と定義する．この都市の家計は均

質であるため，同一の効用関数を有する．したがって，

高齢者は，居住地 i ∈ Iにより特徴づけられる．この高
齢者の効用は，以下に示すように，合成財の消費量 cei，

floor space 面積 lei に応じて定まる:

ue(cei , l
e
i ) = cei + βi ln l

e
i +Bei (7)

予算制約は以下で与えられる:

we = cei + qRil
e
i (8)

居住地のアメニティ水準 Bei は次のような構造を持た

せる:

Bei = bei +
ηe

Ai

∑
r∈I

e−ρτir
(
her
Ar

)
+
ηye

Ai

∑
r∈I

e−ρτir
(
nyr
Ar

)
(9)

財消費に関する効用最大化問題より，cei，l
e
i が以下で

与えられる:

lei =
βi
qRi

(10)

cei = we − βi (11)

(3) 企業の行動

企業は，完全競争のもとで労働と floor spaceを投入

して，合成財を生産する．生産関数は，以下の Cobb-

Douglas型を仮定する．したがって，立地点 jの企業の

生産高 yj は，労働・floor space投入量HMj，LMj を

用いると:

yj = FjH
α
MjL

1−α
Mj (12)

ここで，Fj は立地点 j の生産性を表す指標，αは労働

の投入割合である．

立地点 jの企業は，以下で与えられる利潤 πj を最大

化する労働・floor space 投入量を選択する:

max
HMj ,LMj

πj = yj − wyjHMj − qMjLMj (13)

ここで，qMj は業務用の floor spaceの単位面積当たり

の価格である．

この利潤最大化問題と利潤ゼロ条件より，HMj，LMj，
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wyj，qMj の次の関係が得られる:

HMj =

(
αFj
wyj

) 1
1−α

LMj (14a)

qMj = (1− α)

(
α

wyj

) α
1−α

F
1

1−α

j (14b)

(4) デベロッパーの行動

デベロッパーは，各立地点で不在地主から借りた住

宅・業務用の土地と資本を投入し，完全競争のもとで住

宅・業務用の floor spaceを供給する．生産関数はCobb-

Douglas型であると仮定することから，利潤最大化問

題は次のように表される:

max
Mi,Ki

Πi = qiSi − PMi −RiKi (15a)

s.t. Si =Mµ
i K

1−µ
i (15b)

ここで，P は都市全域にわたる資本の共通価格，Riは

土地の価格，µは資本の投入割合である．ここで，floor

spaceは住宅・業務用の 2種類が存在するが，その設定は

同一であると仮定する．なお，業務用の場合は qMi, SMi，

住宅用の場合は qRi, SRi のようにそれぞれM と Rを

下付き添え字として加えることで区別する．

利潤最大化問題の一階条件・利潤ゼロ条件から，次

の関係が得られる:

Mi =
µ

1− µ

Ri
P
Ki (16a)

qi =
PµR1−µ

i

µµ(1− µ)1−µ
(16b)

Si =
( µ
P
qi

) µ
1−µ

Ki (16c)

(5) 市場均衡状態

本モデルでは，労働・土地・floor space市場を考えて

いる．そこで，それぞれの需給均衡条件から得られる

関係を整理する．労働の需給均衡条件は，HMj = my
j

で与えられる．この関係と (14b)より，LMj，qMj，w
y
j

の次の関係が与えられる:

LMj =

{
(1− α)Fj
qMj

} 1
α

S∑
i=1

hyij (17a)

wyj = α

(
1− α

qMj

) 1−α
α

F
1
α
j (17b)

土地の需給均衡条件と (20)から，住宅・業務用の floor

space生産量 SRi，SMj は以下で与えられる:

SRi = φRiq
µ

1−µ

Ri , φRi ≡
( µ
P

) µ
1−µ

KRi (18a)

SMj = φMjq
µ

1−µ

Mj , φMj ≡
( µ
P

) µ
1−µ

KMj (18b)

この関係から，floor spaceの供給量 SRi，SMj は，土

地供給量KRi，KMj が多いほど・floor space 価格 qRi，

qMj が高いほど，増加することが確認できる．

住宅・業務用の floor spaceの需給均衡条件（SRi =

LRi，SMj = LMj）より，単位面積当たりの floor space

価格が得られる:

qRi =

{
βi
φRi

(nyi + hei )

}1−µ

(19a)

qMj =

{
(1− α)1/αF

1/α
j

φMj
my
j

} 1
µ

1−µ
+ 1

α

(19b)

これを用いると，各立地点の賃金wyj は次のように表さ

れる:

wyj = λj

(
1

my
j

)γ
(20a)

λj ≡ α(1− α)
1−α−γ

α F
1−γ
α

j φγMj (20b)

γ ≡ (1− α)/α
µ

1−µ + 1
α

< 1 (20c)

以上の関係を利用すると，居住地 i，就業地 jの労働

者の間接効用関数 vyij が，h = (hyij)i,j∈I の関数で与え

られる:

vyij =λj

(
1

my
j

)γ
− βi(1− µ) ln (nyi + hei )− tτij + byi

+
ηy

Ai

∑
r∈I

e−ρτir
(
nyr
Ar

)
+
ηye

Ai

∑
r∈I

e−ρτir
(
her
Ar

)
+ βi(1− µ) lnφRi + βi(µ lnβi − 1) (21)

また，居住地 i の労働者の間接効用関数 vei が，h =

(hei )i∈I の関数で与えられる:

vei =w
e − βi(1− µ) ln (nyi + hei ) + bei

+
ηe

Ai

∑
r∈I

e−ρτir
(
her
Ar

)
+
ηye

Ai

∑
r∈I

e−ρτir
(
nyr
Ar

)
+ βi(1− µ) lnφRi + βi(µ lnβi − 1) (22)

(6) 立地均衡状態

本研究では，家計の居住地・就業地に対する好みに

異質性があると仮定する．より具体的には，家計 lの効

用 vij(l)は，以下で与えられる:{
vyij(l) = vyij(h) + ϵyij (23a)

vei (l) = vei (h) + ϵei (23b)

ここで，ϵyij , ε
e
i は家計 l固有の確定的効用であり，家計

の集団全体に渡る {ϵyij(l)}，{ϵei (l)}の分布が（家計が十
分に多く存在するため，連続分布で近似でき）互いに

独立・同一なWeibull分布に従うと仮定する．

このとき，立地均衡状態における居住地 i，就業地

j を選択する労働者の家計数 hyij，居住地 iを選択する

高齢者の家計数 hei はそれぞれ次の Logit関数で与えら
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れる:
hyij =

exp[θyvyij(h)]∑
r∈I

∑
k∈I exp[θyvyrk(h)]

∑
r∈I

nyr (24a)

hei =
exp[θevei (h)]∑
r∈I exp[θever(h)]

∑
r∈I

her (24b)

ここで，θy，θeはスケールパラメータである．したがっ

て，この非線形連立方程式 (24a)，(24b)を解くことで，

立地均衡状態を得ることができることがわかる．

詳細・広域な実空間を分析対象にする場合，非線形

連立方程式 (24a)，(24b)が不可避的に大規模になるこ

とから，その数値解析は困難となる．そこで本研究で

は，立地均衡状態の数値解析を効率的に実施するため

に，本モデルにポテンシャル関数が存在することを示

しておく．Sandholm3)より示されているように，非負

条件・人口保存則を満たす任意の hに対して，次の条

件を満たす関数 P (h)をポテンシャル関数と呼ぶ．

∂P (h)

∂hij
= vij(h)−

1

θ
lnhij + ζ ∀i, j ∈ I (25)

ここで，ζは任意の定数である．このポテンシャル関数

が存在する場合，立地均衡状態は，次の最適化問題の

Karush-Kuhn-Tucker条件を満たす hと一致する:

max
h

P (h) (26a)

s.t.
∑
i∈I

∑
j∈I

hij = N, hij ≥ 0 ∀i, j ∈ I (26b)

間接効用関数 (21)，(22)より，本モデルには次のポ

テンシャル関数が存在する:

P =
1

1− γ

∑
j∈I

λj
(
my
j

)1−γ
+ we

∑
i∈I

hei

− (1− µ)
∑
i∈I

βi{ln (nyi + hei )− 1}(nyi + hei )

+
∑
i∈I

byi n
y
i +

∑
i∈I

beih
e
i + ηye

∑
i∈I

hei
Ai

∑
j∈I

e−ρτij
nyj
Aj

+
ηy

2

∑
i∈I

nyi
Ai

∑
j∈I

e−ρτij
nyj
Aj

+
ηe

2

∑
i∈I

hei
Ai

∑
j∈I

e−ρτij
hej
Aj

− t
∑
i∈I

∑
j∈I

τijh
y
ij + (1− µ)

∑
i∈I

βi(n
y
i + hei ) lnφRi

+
∑
i∈I

βi(µ lnβi − 1)(nyi + hei )

− 1

θy

∑
i∈I

∑
j∈I

hyij lnh
y
ij −

1

θe

∑
i∈I

hei lnh
e
i (27)

したがって，本研究で開発したモデルにおいて，初期状

態 h(0)から創発する立地均衡状態は，最適化問題 (26)

を初期状態を h(0)として局所的に解くことで得られる

ことがわかる．

3. パラメータ設定

本章では，石川県小松市とその周辺に対してモデル

を適用する際に必要となる，実データの概要とパラメー

タ設定の方法を示す．なお，このパラメータ設定の方

法は，Ahlfeldt et al.の方法を参考にしている．

(1) データ概要

本研究では，石川県小松市周辺を分析対象としてい

る．労働者の居住地・勤務地分布 hyij，高齢者の居住地

分布 hei は，図 1に示す 500m×500mメッシュで区切っ

た 321地区に対して定義した．

本章で示すパラメータ設定の際に用いたデータとそ

の出典は以下の通りである:

• 居住地・就業地別労働者数 hyij
ドコモインサイドマーケティング社が販売するモ

バイル空間統計を用いる．具体的には，ユーザー

の登録住所を居住地 iとし，2017年 5月 29日午

後 1時時点の滞在住所を就業地 j と仮定する．た

だし，本モデルでは対象地域内の人口移動のみを

扱っているため，対象地域外に居住地または就業

地を持つデータは除外する．労働者の立地分布 nyi
は図 2に示す通りである．

• 居住地別高齢者数 hei
居住地別の高齢者数は，国勢調査のデータを用い

る．具体的には，2015年の国勢調査の 500mメッ

シュごとの 65歳以上の人口データである．各地区

の高齢者の立地分布 hei は図 3に示す通りである．

• 立地点別の土地面積 Ai

国土数値情報の 2014年土地利用細分メッシュデー

タから算出する．具体的には，土地利用細分メッ

シュデータから得られる 100mメッシュごとの土

地の各利用区分を利用して，500mメッシュの総面

積から河川湖沼・海水域面積を引いたものを使用

する．

図–1 対象メッシュ
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労働者の居住者数

0 - 104

104 - 208

208 - 312

312 - 416

416 - 520

520 - 624

図–2 労働者の立地分布

高齢者の居住者数

0 - 74

74 - 148

148 - 222

222 - 296

296 - 370

370 - 444

図–3 高齢者の立地分布

• 土地投入量KRi,KMj

市街化区域に指定されている地区では，用途地域

における第一種低層住居専用地域から準住居地域

を住宅に使用できる面積として仮定し，この合計

面積を住宅の土地投入量とし，市街化区域に指定

されていない地区では，国土数値情報の土地利用

細分データにおける建物用地を住宅に利用できる

面積であると仮定し,この面積を住宅の土地投入量

としている．また，企業の土地投入量については，

市街化区域に指定されている地区では，用途地域

における近隣商業地域，商業地域，準工業地域，工

業地域，工業専用地域を企業が使用できる面積で

あると仮定し，それらの合計を企業の土地投入量

としている．市街化区域に指定されていない地区

では，土地面積から土地利用細分データの建物用

地面積を差し引いたものを企業の土地利用面積と

している．

• 立地点間の移動時間 τij

異なる立地点間の移動時間は，各メッシュの中心

間の直線距離を分速 50mで移動した場合にかかる

時間とする．また，同じ立地点間は移動時間がか

からないと仮定する．

• 居住地のアメニティに含まれる土地固有の効果に

関する変数Xi

モデルの変数候補として準備した変数を以下に列

挙する．

1. 市街化区域面積

2. 市街化調整区域面積

3. 小松駅距離

4. 按分道路延長

5. 浸水面積

6. 平均標高

7. 福祉施設アクセシビリティ

8. 公園アクセシビリティ

9. 鉄道駅アクセシビリティ

10. 役場アクセシビリティ

本研究では，地区 iにおけるアクセシビリティACCi

を次のように定義する：

ACCi =
∑
r

d−kir (28)

ここで，dir は施設 r から地区 iまでの直線距離，

kはパラメータであり，Hansen5) によって提案さ

れた 1.1という値を使用する．

(2) パラメータの設定方法

本研究では，Ahlfeldt et al.と基本的に同様の手法を

用いてパラメータの設定を行う．このパラメータ設定

方法の具体的な手順を以下に示す．

a) step1:floor spaceに関するパラメータの設定

家計の総支出に占める floor space 費用の割合
βi(n

y
i +h

e
i )∑

j∈I w
y
j h

y
ij+w

ehe
i
，生産費用のうち floor space に必要

な費用の割合 1−α，floor spaceの建設費用のうち土地

に必要な費用の割合 1− µを Ahlfeldt et al.のように，

既往研究で推定されている値と等しいとして設定する:

βi(n
y
i + hei )∑

j∈I w
y
j h

y
ij + wehei

= 0.25 (29)

1− α = 0.20 (30)

1− µ = 0.25 (31)

b) step2-step5:労働者の場合

step2:通勤費用パラメータ

通勤費用パラメータの推定方法を示す．θytを推定す

るために，立地均衡条件 (24a)に重力方程式の固定効

果法を利用する．具体的には，立地均衡条件 (24a)にお

いて，両辺で自然定数をとることで，次の重力方程式

を得る:

ln [hyij(h)] = θytτij +Dy
Ri +Dy

Mj + CT (32)

ここで，Dy
Riは居住地 iに関するダミー変数，Dy

Mjは就

業地 j に関するダミー変数，CT は定数項を表す．hyij，

τij のデータが得られることから，固定効果推定法によ

り，θytの推定値が得られる．なお，本研究では，推定
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式 (32)の都合上，hyij > 0となるデータを用いて推定

する．

step3:居住地，就業地に由来する項に関する値

次に step2で得られた θytを利用して，間接効用関数

vyij に含まれる居住地，就業地に由来する次の項の値を

得る:

Dy
Ri ≡− βi(1− µ) ln (nyi + hei ) +Byi

+ βi(1− µ) lnφRi + βi(µ lnβi − 1) (33a)

Dy
Mj ≡

λj
(my

j )
γ

(33b)

これらの項は，立地均衡条件 (24a)を以下のように変

形することで計算できる:

nyi =
∑
j∈I

exp [θyDy
Ri − θytτij ]∑

r∈I exp [θyDy
Rr − θytτrj ]

my
j (34a)

my
j =

∑
i∈I

exp
[
θyDy

Mj − θytτij

]
∑
k∈I exp [θyDy

Mk − θytτik]
nyi (34b)

より具体的には，実データから得られる nyi，τij，m
y
j

と θytを用いると，非線形方程式 (34a)，(34b)を解け

ば，θyDy
Ri，θ

yDy
Mj が与えられる．ただし，これらの

非線形方程式の解を一意に求めるには自由度が 1足り

ない．したがって，θyDy
Ri，θ

yDy
Mj に関して何らかの

基準化が必要となる点に注意が必要である．

step4:スケールパラメータ

次にスケールパラメータ θy の設定を行う．本研究で

は，モデルの lnwyi の変動係数がデータと一致するよ

うに θy を設定する．step3 で得られる ln
[
θyDy

Mj

]
=

ln [θywyi ]の変動係数 CVmodelと賃金構造基本統計調査

データから得られる lnwyi の変動係数 CVdataを用いて

θy を求める:

θy = exp

[
ŵy
(
CVmodel

CVdata
− 1

)]
(35)

ここで，ŵy は lnwyi の平均値であり，CVmodelは次の

ように与えられる:

CVmodel =
1

ȳ

√√√√ 1

Ny

k∑
i=1

my
i (ln [θ

ywyi ]− ȳ)2 (36a)

ȳ =
1

Ny

k∑
i=1

my
k ln [θ

ywyi ] = ln θy + ŵy (36b)

step5:生産性，居住地のアメニティ水準

生産性 Fj と居住地のアメニティB
y
i を，これまでに

得られたパラメータ・変数を用いることで求まる．具

体的には，そのために，step3，4 で得られた θyDy
Ri，

θyDy
Mj，θ

y を用いて，Dy
Mj，D

y
Ri の値を得る:

Dy
Ri = (θyDy

Ri)
1

θy
　 (37a)

Dy
Mj =

(
θyDy

Mj

) 1

θy
(37b)

Dy
Ri を書き下して整理すると，居住地のアメニティ

水準 Byi は次のように表せる:

Byi =Dy
Ri + βi(1− µ) ln (nyi + hei )

− βi(1− µ) lnφRi − βi(µ lnβi − 1) (38)

ここで，step1 で設定した βi(n
y
i +h

e
i )∑

j∈I w
y
j h

y
ij+w

ehe
i
に wyj =

Dy
Mj を代入して，かつ，平均収入に対する高齢者の収

入割合が 0.461である 4)ことを利用すると，βiの値が

求められる:

βi = 0.25

∑
j∈I w

y
j h

y
ij + wehei

nyi + hei

= 0.25

∑
j∈I D

y
Mjh

y
ij + 0.461w̄yhei

nyi + hei
(39)

したがって，Dy
Ri, βi, µ, n

y
i , h

e
i , φRi が既知であるため，

式 (38)より居住地のアメニティByi の値を求めること

ができる．

生産性 Fj はDy
Mj を利用することで求めることがで

きる．Dy
Mj の自然対数をとり，式を変形すると，生産

性 Fj は次のように表せる:

lnFj

=
α

1− γ

{
lnDy

Mj + γ lnmy
j − lnα

}
− α

1− γ

{
1− α− γ

α
ln (1− α)

}
− α

1− γ

{
γ

(
µ

1− µ
ln
µ

P
+ lnKMj

)}
(40)

ここで，Dy
Mj , α, γ, µ,m

y
j ,KMj は既知であるため，資

材価格 P を 1に基準化することによって，生産性 Fj の

値を求めることができる．

c) step3-step5:高齢者の場合

高齢者は通勤費用を考慮しないため，通勤費用パラ

メータを推定する step2は省略する．

step3:居住地に由来する項に関する値

居住地に由来する項に関する値 θeDe
Riを算出するた

めに，立地均衡条件 (24b)を以下のように変形する:

hei =
exp [θeDe

Ri]∑
r∈I exp [θeDe

Rr]

S∑
j∈I

hej (41)

さらに，各立地点の居住地に由来する項に関する値の

合計
∑
r∈I exp [θeDe

Rr]を 100に基準化することによっ

て，以下の式を使って居住地に由来する項に関する値

を算出することができる:

θeDe
Ri = ln

hei∑
j∈I h

e
j

100 (42)

step4:スケールパラメータ

スケールパラメータ θeの推定は次の推定式を用いて
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推定する:

θeDe
Rr =θ

e{−βi(1− µ) ln (nyi + hei )

+ βi(1− µ) lnφRi + βi(µ lnβi − 1)}+ C

(43)

推定式 (43)において，step3で求まった θeDe
Ri と中括

弧内の値を既知として単回帰分析を行い，θe を推定す

る．推定の都合上，hei > 0の地区のデータのみを用い

て推定する．

step5:居住地のアメニティ水準

step4における推定式 (43)には誤差項 εiが存在する．

この誤差項には居住地のアメニティθeBei が含まれてい

る．そこで，次の式を用いることによって居住地のア

メニティBei の値を推定することができる:

Bei =
εi
θe

=
θeDe

Ri

θe

− θe{−βi(1− µ) ln (nyi + hei )}
θe

+
θe{βi(1− µ) lnφRi + βi(µ lnβi − 1)} − C

θe

(44)

ここで，βi, µ, n
y
i , h

e
i , φRi が既知であり，step3 より

θeDe
Ri，step4より θe が求まっているので，それらを

式 (44)に代入することで，Bei の値を求めることがで

きる．

d) step6:居住地のアメニティ水準に関するパラメー

タ

次に，step5で得られた Byi , B
e
i を被説明変数とした

以下の式を用いて，各立地点に固有のアメニティを生

み出す効果に関する変数選択及びパラメータ推定を行

う．ただし，本研究では，空間的自己相関に対処する

ために，固有ベクトル空間フィルタリングアプローチ
6) を採用する．このアプローチは立地点間距離の逆数

1/dij を要素に持つ空間重み行列の固有ベクトル Z を

説明変数に導入するだけで，空間的自己相関に対処で

きる．それゆえ，本研究で取り扱う詳細・大規模な都市

内空間を対象とした分析であっても，容易にパラメー

タ推定を実施できるという利点を持っている．

本研究では，Byi，B
e
i を次の推定式を用いて推定する:

Byi =κAME,YXAME,Y
i

+
ηy

Ai

∑
r∈I

e−ρτir
nyr
Ar

+
ηye

Ai

∑
r∈I

e−ρτir
her
Ar

+ νyZi + C (45)

Bei =κAME,EXAME,E
i

+
ηe

Ai

∑
r∈I

e−ρτir
her
Ar

+
ηye

Ai

∑
r∈I

e−ρτir
nyr
Ar

+ νeZi + C (46)

ここで，XAME,Y
i ,XAME,E

i は地区 iのアメニティ水準

に関する変数，κAME,Y,κAME,Eはそれらのパラメータ，

Cは定数項を表す．また，説明変数に加える空間重み行

列の固有ベクトル Z は，Tiefelsdorf and Griffith7) に

基づき，正の固有値に対応した固有ベクトルのみを用

いる．これは，これらの固有ベクトルが，正の空間相

関を捉えることが知られているためである．

推定式 (45)，(46)を利用するにあたり問題点がある．

右辺第 2項，第 3項はそれぞれ 2つのパラメータ η, ρ

を有しているため，1項につき 1つのパラメータを推定

する一般化線形モデルをそのまま利用することはでき

ない．この問題に対して，Ahlfeldt et al.のように一般

化モーメント法を用いることで，1項に含まれる 2つの

パラメータを同時に推定することもできる．しかし，本

研究では簡単のため，距離減衰パラメータ ρを特定化

する．実際に Rossi-Hansberg et al.8) で述べられてい

るように，家計の集積外部性は 1000ftごと，すなわち

約 300mごとに半減するという実証的知見が得られて

いる．そこで，この値と整合するように，ρ = 0.1155と

設定し，推定式 (45)，(46)において重回帰分析を行う．

e) step7:キャリブレーション

step6までの手順により，モデルのパラメータをすべ

て設定できる．しかし，それらのみでは，データから与

えられる居住地・就業地分布 hは立地均衡条件 (24a)，

(24b)を満たさない．そこで，本研究では立地均衡条件

(24a)，(24b)を以下のように修正する:
P̂ yij(h) =

exp [θy{vyij+ψ
y
ij}]∑

r∈I
∑

k∈I exp [θy{vyrk+ψ
y
rk}]

P̂ ei (h) =
exp [θe{vei+ψ

e
i }]∑

r∈I exp [θe{ver+ψe
r}]

(47)

ここで，ψyij , ψ
e
i は居住地 i，就業地 j別に与えられる残

差項である．そして，データから与えられる居住地・就

業地分布 hが以下を満たすように，ψyij , ψ
e
i を設定する:h

y
ij = P̂ yij(h)

∑
r∈I

∑S
k=1 h

y
rk

hei = P̂ ei (h)
∑
r∈I h

e
r

(48)

4. 反実仮想実験

本章では，石川県小松市周辺の実データを用いて，第

3章で説明したパラメータ設定方法を実施した結果を

示すとともに，この結果を用いて反実仮想実験を行う．

具体的な反実仮想のシナリオは，都市内の人口減少を

想定したものである．

(1) パラメータ設定の結果

パラメータ設定の結果を得るまでの経緯を紹介する．

推定式 (45)，(46)において，アメニティ水準に関する

変数XAME,Y
i ,XAME,E

i をステップワイズ法 [有意確率
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表–1 パラメータの設定値

パラメータ 設定値

α 0.80

µ 0.75

γ 0.05882

ρ 0.1155

t 6.651×10−4

θy 27.07

θe 1.065

κAME,Y(市街化区域面積) 1.885

κAME,Y(市街化調整区域面積) 0.9283

ηe 4.750× 10−5

κAME,E(市街化区域面積) 4.393

κAME,E(平均標高) −6.779× 10−3

κAME,E(福祉施設 ACC) 46.24

5%]にて決定する．変数候補の選択は自由度が高いも

のの，以下の 2点を満たすように選択する．

1. 基準均衡状態が安定的であること

2. 社会的相互作用項のいずれかが有意かつ，そのパ

ラメータ ηが正であること

その結果，社会的相互作用は，労働者同士の社会的

相互作用と労働者と高齢者同士の社会的相互作用は有

意にはならなかったが，高齢者同士の社会的相互作用

は有意に推定された．最終的に設定したパラメータを

表 1に示す．

(2) 人口減少に伴う都市構造変化

本研究では，全ての年齢の人口を 5%ずつ減少させる

という反実仮想実験を行った．この反実仮想実験のシナ

リオでは全ての年齢の人口を一律に減少させているた

め，居住者数を用いて初期状態からの変化を考察する

ことはできない．そのため，労働者シェア，高齢者シェ

アという指標を用いて，初期状態からの変化を考察す

る．高齢者シェアとは，総高齢者のうち立地点 iに居住

する高齢者の割合を示す値である．

ここでは，初期状態から総家計数を 5%減少させた場

合と，初期状態から総家計数を 30%減少させた場合の

結果を示す．図 4，5は初期状態から総家計数を 5%減

少させた場合の労働者シェアの変化，高齢者シェアの

変化を示した図である．また図 6，7は初期状態から総

家計数を 30%減少させた場合の労働者シェアの変化と

高齢者シェアの変化を示した図である．

得られた結果を考察する．まず，総家計数を 5%減少

させた場合と 30%まで減少させた場合に共通して得ら

れた結果を 2つ述べる．1つ目は，小松駅（立地点 184）

周辺の労働者シェアが増加し，高齢者シェアが減少し

労働者シェアの増減

-0.000198 - -0.000158

-0.000158 - -0.000119

-0.000119 - -0.000079

-0.000079 - -0.000040

-0.000040 - 0.000000

0.000000 - 0.000040

0.000040 - 0.000079

0.000079 - 0.000119

0.000119 - 0.000158

0.000158 - 0.000953

図–4 人口を 5%減少させたときの労働者シェアの変化

高齢者シェアの増減

-0.00520 - -0.00167

-0.00167 - -0.00125

-0.00125 - -0.00083

-0.00083 - -0.00042

-0.00042 - 0.00000

0.00000 - 0.00042

0.00042 - 0.00083

0.00083 - 0.00125

0.00125 - 0.00167

0.00167 - 0.00209

図–5 人口を 5%減少させたときの高齢者シェアの変化

たという結果である．この要因としては，人口が減少

したことにより，floor space価格が低下し，通勤費用

が小さい小松駅周辺に労働者が流入したためだと考え

られる．2つ目は，立地点 282周辺の高齢者シェアが減

少したという結果である．人口減少と社会的相互作用

が相まって，このような結果が得られたと考えられる．

人口が減少したことにより，高齢者を引き付けるだけ

の居住者がいなくなり，芋づる的に高齢者シェアが減

少したと考えられる．

次に，総家計数を 5%減少させた場合と 30%減少させ

た場合で異なる結果を得られた立地点に着目する．そ

れは，立地点 35周辺のエリアである．人口を 5%減少

させた場合では，高齢者シェアが増加したが，それとは

反対に，人口を 30%減少させた場合では，高齢者シェ

アが減少した．これは，社会的相互作用が強く影響し

ているためだと考えられる．立地点 35周辺はもともと

高齢者が多く居住している地区である（図 3）ため，社

会的相互作用が高齢者の地域コミュニティを形成させ

る方向に作用したと考えられる．その一方で，人口が

さらに減少したことにより，その立地点に居住する高

齢者が少なくなり，社会的相互作用が高齢者のコミュニ

ティの崩壊を引き起こしたと考えられる．
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労働者シェアの増減

-0.00090 - -0.00072
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0.00000 - 0.00018

0.00018 - 0.00036

0.00036 - 0.00054

0.00054 - 0.00072

0.00072 - 0.00219

図–6 人口を 30%減少させたときの労働者シェアの変化

高齢者シェアの増減

-0.00754 - -0.00138

-0.00138 - -0.00104

-0.00104 - -0.00069

-0.00069 - -0.00035

-0.00035 - 0.00000

0.00000 - 0.00035

0.00035 - 0.00069

0.00069 - 0.00104

0.00104 - 0.00138

0.00138 - 0.00173

図–7 人口を 30%減少させたときの高齢者シェアの変化

5. おわりに

本研究では，社会的相互作用を考慮した Ahlfeldt et

al.モデルを拡張して，超高齢社会における地域コミュ

ニティの形成・崩壊現象を表現できる立地選択モデルを

構築した．そして，このモデルがもつポテンシャル関

数を利用した効率的な安定性解析手法と，モデルに適

用可能なパラメータ設定方法を提示した．その後，開

発したモデルの有用性を示すために，石川県小松市周

辺を対象に反実仮想実験を行った．その結果，人口減

少の度合いによって，高齢者の地域コミュニティの形

成現象・崩壊現象の両方を示すモデルであることを確

認することができた．

本研究で得られた成果を基に，さらなる研究を蓄積

することで，超高齢社会における政策効果分析を行う

ことが可能になると期待できる．また，本研究では，人

口減少の割合をすべての年齢階級で等しいとして反実

仮想実験を行ったが，年齢階級ごとに減少割合を変化

させることによって，より現実に則した結果が得られ

ると期待できる．

しかし，パラメータの設定の際に，いくつか問題が

見受けられる．具体的には，パラメータ設定方法 step3

の推定式 (34a)，(34b)，(41)の基準化の与え方によっ

て異なる値が得られてしまう．また，step4において労

働者と高齢者のスケールパラメータ θ の推定方法が異

なっており，対照性がとれていないといった問題があ

る．これらの問題を解決できるパラメータ設定方法を

開発することは，今後このモデルを使って分析を行う

上で重要な研究課題となる．
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